
 

 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人東京観光財団 
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１　基礎情報 平成29年４月１日現在

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

　　 常勤役員数 人 （うち都派遣職員 人、 都退職者 人)

　　 常勤職員数 人 （うち都派遣職員 人、 都退職者 人)

非常勤職員数 人

基本財産 300,500

団体名 公益財団法人東京観光財団

所管局 産業労働局

設立年月日 平成15年10月15日

設立後の主な沿革

・昭和10年10月 7日
・昭和36年10月11日
・平成 9年12月 1日
・平成15年10月15日
・平成15年10月31日
・平成15年11月 1日
・平成23年 4月 1日

東京府観光協会　設立
社団法人東京都観光連盟　設立
社団法人東京ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ・ﾋﾞｼﾞﾀｰｽﾞ ﾋﾞｭｰﾛｰに改組
財団法人東京観光財団　設立
社団法人東京ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ・ﾋﾞｼﾞﾀｰｽﾞ ﾋﾞｭｰﾛｰ解散
財団法人東京観光財団　事業開始
公益財団法人東京観光財団へ移行（内閣府認定）

所在地 東京都新宿区山吹町346番地6　日新ビル6階

他の出資（出捐）
団体及び額

（社）東京ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ・ﾋﾞｼﾞﾀｰｽﾞ・ﾋﾞｭｰﾛｰ 237,800

株式会社東京ビッグサイト 30,000

東京商工会議所 5,000

その他　　　　46　　団体 27,700

都出資（出捐）額 0
※団体の統合前に都が出資（出捐）し
た分も含む

都出資（出捐）比率 0

役職員数（平成29年8月1日現在）

4 1 1

その他資産 デジタルサイネージ９基（新宿区３基、千代田区２基、台東区４基）　等

107 18 0

7

団体の使命

　東京観光財団は、公・民の性格を併せ持つ公益財団法人として、行政と民間をつ
なぐ役割を果たすなど、都の観光行政を補完する機能を担っている。２０２０年オリン
ピック・パラリンピック東京大会の開催に向けた観光面の気運の盛り上がりは、東京
への旅行者誘致にとっての好機であり、これまで以上に都や観光関連業界と緊密に
連携を図ることなどにより、訪問都市として世界から選ばれ、そして選ばれ続ける「東
京」の実現に貢献していく。

事業概要

１　公益目的事業（公益目的事業会計）
　・外国人旅行者誘致
　・観光情報の発信
　・MICE誘致
　・地域の観光振興
２　その他事業（収益事業等会計、法人会計）
　・パスポート交付に伴う東京都手数料徴収業務等

経営情報 



100% 5,802,432 100%

①外国人旅行者誘致 2,314,866 39.8% 39.9%

33.2%

③MICE誘致 521,067 9.0% 521,067 9.0%

1.0%

⑤その他事業 84,265 89,1841.4% 1.5%

主要事業全体像
（平成28年度決算）

区　　分 経常収益 構成割合 経常費用 構成割合

事業全体 5,818,034

0.1%

④地域の観光振興 885,506 15.2% 885,506 15.3%

⑦法人会計 4,623 0.1% 4,623

2,314,866

⑥収益事業等会計 78,367 1.3% 57,846

②観光情報の発信 1,929,340 33.2% 1,929,340

平成28年度 決算情報 

※長期借入金なし 

基本財産運用益 
1,592 
0.03% 

都補助金 
676,053 
11.6% 

都委託料 
3,807,664 

65.4% 

その他都財政 
1,220,308 

21.0% 

自主事業収益 
112,417 

1.9% 

経常収益内訳（単位：千円） 

事業費 
5,797,809 

99.9% 

管理費 
4,623 
0.1% 

経常費用内訳（単位：千円） 

人件費 
497,247 

8.6% 

委託費 
3,393,670 

58.5% 

その他 
1,906,892 

32.9% 

事業費内訳 

人件費 
993 

21.5% 

その他 
3,630 
78.5% 

管理費内訳 

合計 

5,818,034 

合計 

5,802,432 

合計 

5,797,809 

合計 

4,623 



２　平成２２年度以降の事業実施状況

≪「経常収益額」、「都財政受入額」、「職員数」の推移からの分析≫

２－１　経常収益額から見る事業動向

２－２　都財政受入額の推移から見る都施策との連動性

２－３　職員数の推移から見る経営状況　

・H25年の東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会開催
決定以降、都費事業の増加に伴い、経常収益が増加。

・H25年の東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会開催
決定以降、都費事業の増加に伴い、都財政受入額が増加。

・H23年度に経常収益額に占める都財政受入額割合が増加し
ているが、これは赤字が続いていた東京国際ホステル事業（収
益事業）からの撤退による。

・都費事業の増加に伴う体制整備のため、職員数が増加。

・事業の確実な実施のため、有為な人材を確保・育成する必要
があり、常勤嘱託の固有職員の振替を実施（H28年度）。
→H28年度以降の職員採用は固有職員を中心に行っている。

・それぞれの職員区分が担う役割は以下のとおり。
＜都派遣職員＞
　各部門の枢要ポストに配置。事業全体のマネジメントや都と
の連絡調整業務等に従事。
＜固有職員＞
　観光・MICE分野の専門性・ノウハウ等を発揮する業務に従
事。国内外のネットワーク（人脈）を維持・拡大する役割も担う。
＜常勤嘱託職員＞
　定型業務等の補助的業務に従事。

14 14 15 17 17 
23 

52 
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3 

3 
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4 

4 

41 40 40 40 48 

63 

83 

12.2% 

17.5% 

15.0% 

12.5% 

10.4% 

15.9% 

14.5% 
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Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

職員数（単位：人） 

固有職員 常勤嘱託職員 

都派遣職員 その他常勤職員 

非常勤職員 職員数に占める 

都派遣職員の割合 ※都退職者なし 

1,050  1,275  1,342  1,250  
1,603  

2,945  

5,818  

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

経常収益額（単位：百万円） 

736 
1,056 952 859 1,097 

2,149 

3,808 

72 83 237 245 
366 

422 

676 

23 
55 43 39 

39 

251 

997 

4 

224 

831 
1,194 1,231 1,144 

1,502 

2,827 

5,704 
79.1% 

93.7% 91.7% 91.5% 93.7% 96.0% 98.0% 

0

2,000

4,000

6,000

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

都財政受入額（単位：百万円） 

出えん金 
負担金 
補助金 
委託料 
経常収益額に占める都財政受入額割合 



３　主要事業分野に関する分析

　３－１　事業分野分析 （１／１）

【外国人旅行者誘致】

事業
収益

事業
費用

再委
託費

職員
構成

事業
概要

国際観光都市としての東京ブランドの発信や訴求など、外国人旅行者誘致のための様々な取組を展開
（具体的な内容）
海外でのﾃﾚﾋﾞCM放映、海外ﾒﾃﾞｨｱのｻﾎﾟｰﾄ、海外旅行博への出展、ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ調査等

各指標に基づく分析

・H25の東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会

開催決定以降、都費事業の増加に伴い、事業収益が

増加。 

 
  

・再委託している内容 

 CM放映、広告出稿、クリエイティブ制作、調査業務

等 

・再委託している業務において、当財団で実施してい

る業務は、各事業の企画・マネジメント、都との連絡調

整、再委託先の選定等。 

・都派遣職員 

 各部門の枢要ポストに配置。事業全体のマネジメン

トや都との連絡調整業務に従事。 

・固有職員 

 観光振興施策の実務に必要な専門性を要する業務

に従事。国内外のネットワーク（人脈）を維持・拡大す

る役割も担う。  

・常勤嘱託職員 

 定型業務等の補助的業務に従事。 

・都費事業の拡大に伴い、事業費用の総額が増加。 
 

【直営の主な業務】 

 各事業の企画・調整、都との連絡調整、外注先の選定・

連絡調整、海外プロモーション時の現地マネジメント・セミ

ナープレゼンテーション、国内外におけるネットワークづくり

等 

【アウトソースしている主な業務（主な支出内容）】 

 CM放映、広告出稿、海外旅行博出展、クリエイティブ制

作、調査業務等 

→当財団が直営で行うよりも高い付加価値が享受できる業

務や効率化が図れる業務をアウトソーシング。 

280,848 405,508 315,603 335,004 351,434 

1,111,844 
1,481,284 

9,542 25,346 18,959 29,792 32,675 

5,180 

15,782 

23,000 55,018 42,736 39,236 39,456 

248,425 

817,800 

313,390 
485,872 

377,298 404,032 423,565 

1,365,449 

2,314,866 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

事業収益（単位：千円） 

都委託料 都補助金 都その他 

223,082 386,862 228,239 253,336 269,431 

1,183,531 

2,085,965 

54,492 
68,695 70,074 79,456 86,245 

84,853 

104,969 

35,816 
30,315 

78,985 71,240 67,889 

97,065 

123,932 

313,390 
485,872 

377,298 404,032 423,565 

1,365,449 

2,314,866 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

事業費用（単位：千円） 

外注費 人件費 その他 

200,252 
336,878 

190,659 219,328 236,931 

1,010,706 

1,387,028 
63.9% 

69.3% 

50.5% 54.3% 55.9% 

74.0% 

59.9% 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

再委託費（単位：千円） 

再委託費 再委託割合 

2  
6  6  7  6  7  

11  
3 

1 1 
2 3 

4 

2  
2  2  

1  1  
1  1  

1  
1  1  

1  1  
1  1  
1 2 

8  
10  10  

11  11  

14  
15  25.0% 

20.0% 
20.0% 

9.1% 
9.1% 7.1% 

6.7% 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

職員数（単位：人） 

固有職員 常勤嘱託職員 

都派遣職員 その他常勤職員 

非常勤職員 職員数に占める都派遣職員の割合 



事業
成果
②

主な事業成果

事業
成果
①

【外国人旅行者誘致】 

（メディアサポートによる海外メディア露出件数） 

・東京の観光のディスティネーションとしての認知度を向

上させるため、海外メディアに対する訪都取材をサポート

することにより、広告費を拠出せずに、海外メディアの露

出を拡大する取組を展開 

・H23～H25年度の実施規模の停滞は、東日本大震災の

影響による 

・海外でのセミナーやネットワークを通じた制度周知等に

より、露出件数は増加傾向 

【外国人旅行者誘致】 

（旅行博東京ブース来場者数） 

・東京の観光のディスティネーションとしての認知度を向

上させるとともに、海外エージェント・メディア等とのネット

ワークを拡充するため、海外で開催される旅行博に出展

し、現地メディアやエージェント、一般市民に対して、東京

のPRを展開 

・「東京のブランディング戦略」及びマーケティング調査に

基づき、H27年度以降、出展回数・地域を拡大 

（H27年度以降欧州地域に新たに出展） 

31  

14  
19  

14  

46  47  
44  

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

メディアサポートによる海外メディア露出件数 

（単位：件） 

9  
16  17  

26  

66  

85  

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

旅行博東京ブース来場者数（単位：千人） 



事業
費用

再委
託費

職員
構成

各指標に基づく分析

事業
概要

ウェブサイトや観光情報センターの運営など、旅行者向け観光情報の発信・提供のための取組を実施
（具体的な内容）
東京の観光公式ｳｪﾌﾞｻｲﾄの運営、SNSの運営、ウェルカムカードの製作、観光情報ｾﾝﾀｰの運営等

【観光情報の発信】

事業
収益

・H25年の東京2020オリンピック・パラリンピック競技大

会開催決定以降、都費事業の増加に伴い、事業収益

が増加。 

 

・再委託している内容 

 クリエイティブ制作、観光情報センター現場業務等 

・再委託している業務において、当財団で実施している

業務は、各事業の企画・マネジメント、都との連絡調

整、再委託先の選定等。 

・都派遣職員 

 各部門の枢要ポストに配置。事業全体のマネジメン

トや都との連絡調整業務に従事。 

・固有職員 

 観光振興施策の実務に必要な専門性を要する業務

に従事。国内外のネットワーク（人脈）を維持・拡大す

る役割も担う。  

・常勤嘱託職員 

 定型業務等の補助的業務に従事。 

・都費事業の拡大に伴い、事業費用の総額が増加。 
 

【直営の主な業務】 

 各事業の企画・調整、都との連絡調整、外注先の選定・

連絡調整、国内におけるネットワークづくり等 

【アウトソースしている主な業務（主な支出内容）】 

 クリエイティブ制作、観光情報センター現場業務等 

→当財団が直営で行うよりも高い付加価値が享受できる

業務や効率化が図れる業務をアウトソーシング。 
 
 

230,425 217,635 
381,945 352,599 452,267 

677,621 

1,785,872 

50,826 51,860 
62,737 56,430 

76,664 

66,902 

98,964 

45,901 64,689 
22,469 20,598 

20,731 
48,686 

44,504 

327,152 334,184 
467,151 429,627 

549,662 

793,209 

1,929,340 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

事業費用（単位：千円） 

外注費 人件費 その他 

307,019 313,634 294,435 249,998 313,728 
560,616 

1,469,325 

20,133 20,550 172,716 179,629 
235,934 

232,593 

282,949 

177,066  

327,152 334,184 467,151 429,627 
549,662 

793,209 

1,929,340 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

事業収益（単位：千円） 

都委託料 都補助金 都その他 

230,425 217,635 235,912 193,104 240,239 

451,141 

1,328,241 70.4% 
65.1% 

50.5% 
44.9% 43.7% 

56.9% 

68.8% 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

再委託費（単位：千円） 

再委託費 再委託割合 

2  2  
4  3  4  

6  

12  

3 3 
3 4 

6 2 
1 2 

1 1 

1 

1 

2 

1  
1  

1  1  

1  

1  

1  

7  
8  

9  9  

12  
10  

15  

14.3% 

25.0% 

11.1% 
11.1% 

8.3% 
10.0% 

13.3% 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

職員数（単位：人） 

固有職員 常勤嘱託職員 

都派遣職員 その他常勤職員 

非常勤職員 職員数に占める都派遣職員の割合 



事業
成果
①

事業
成果
②

主な事業成果

【観光情報の発信】 

（東京観光情報センター外国人来場者数） 

・訪都外国人旅行者の利便性向上のため、旅行者向け

の観光情報を提供するセンターを５か所で運営（都庁

舎、羽田空港等） 

・設置箇所や営業時間の拡大などにより、訪都外国人

旅行者の需要を取り込み、来場者数は増加 
102  

157  190  

392  

549  
666  

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

東京観光情報センター外国人来場者数 

（単位：千人） 

【観光情報の発信】 

（東京の観光公式ウェブサイトの外国人ユーザー数） 

・東京の観光のディスティネーションとしての認知度や

訪都外国人旅行者の利便性を向上させるため、東京

の観光公式ウェブサイト「GO TOKYO」を運営し、東京の

魅力を発信するとともに、訪都外国人旅行者向けの観

光情報を提供 

・H24年度の財団への事業移管以降、利用者目線に

立ったウェブサイト運営等により、ユーザー数を拡大 

521  

1,231  

2,546  

3,768  

4,417  

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

東京の観光公式ウェブサイト「GO TOKYO」 

外国人ユーザー数（単位：千人） 

事業開始 



事業
収益

事業
概要

MICE主催者等への個別の誘致活動や開催時の支援サービスの提供など、ＭＩＣＥ誘致のための様々な取組を
展開
（具体的な内容）
ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ誘致・開催支援、ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞﾂｱｰ,企業会議誘致・開催支援、ﾕﾆｰｸﾍﾞﾆｭｰ利用促進、MICEｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材
育成等

【MICE誘致】

事業
費用

再委
託費

職員
構成

各指標に基づく分析

・H25年の東京2020オリンピック・パラリンピック競技大

会開催決定以降、都費事業の増加に伴い、事業収益

が増加。 
 

・再委託している内容 

 調査業務、開催支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ制作等 

・再委託している業務において、当財団で実施している

業務は、各事業の企画・マネジメント、都との連絡調

整、再委託先の選定等。 

・都費事業の拡大に伴い、事業費用の総額が増加。 
 

【直営の主な業務】 

 各事業の企画・調整、都との連絡調整、外注先の選定・連

絡調整、補助金交付業務、コンベンション誘致のためのビッ

ドペーパー作成、国内外におけるネットワークづくり等  

【アウトソースしている主な業務（主な支出内容）】 

 調査業務、開催支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ制作等  

→当財団が直営で行うよりも高い付加価値が享受できる業

務や効率化が図れる業務をアウトソーシング。 
 
 

・固有職員 

 事業全体のマネジメントや都との連絡調整業務、観

光振興施策の実務に必要な専門性を要する業務に従

事。国内外のネットワーク（人脈）を維持・拡大する役

割も担う。  

・常勤嘱託職員 

 定型業務等の補助的業務に従事。 

4,799 28,303 
91,830 59,414 

131,194 129,996 

298,934 

36,872 
31,893 

45,767 
47,694 

87,711 95,014 

144,061 

4,693  5,991  

13,499  
3,474  

24,944  8,439  

78,072  

46,364 66,187 

151,096 
110,582 

243,849 233,449 

521,067 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

事業費用（単位：千円） 

外注費 人件費 その他 

8,338 
39,006 

119,054 82,708 
158,451 

105,520 
235,393 

38,026 27,181 
32,042 

27,874 

85,398 
125,430 

279,745 

2,499  

5,929  

46,364 66,187 
151,096 

110,582 

243,849 233,449 

521,067 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

事業収益（単位：千円） 

都委託料 都補助金 都その他 

4,799 
28,303 

91,830 

59,414 

106,349 

73,390 

172,246 

10.4% 

42.8% 

60.8% 
53.7% 

43.6% 

31.4% 33.1% 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

再委託費（単位：千円） 

再委託費 再委託割合 

4  3  3  5  5  
8  

16  

1 3 
4 

3 

1 

1 1 
1 1 

1 
1 

1 

1 
1 

5  5  
7  6  

11  
13  

18  

0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

職員数（単位：人） 

固有職員 常勤嘱託職員 

都派遣職員 その他常勤職員 

非常勤職員 職員数に占める都派遣職員の割合 

※MICEとは M：Meeting（企業系会議）、I：Incentive（企業の報奨・研修旅行）、C：Convention（国際会議）、E：Exhibition/Event（展示会・イベント等） 



事業
成果
①

事業
成果
②

主な事業成果

【MICE誘致】 

（ユニークベニュー利用件数） 

・MICE開催都市としての魅力を向上させるため、MICEの

会場として、美術館や庭園等の特別感を演出できる施設

（ユニークベニュー）の利用を促進する取組を実施 

・H28年度の調査・開発により、受入可能施設数は増加 

・利用者側と施設側の利用条件等が合致しにくい実態が

あるなかで、調整をサポートし、一定の実績を確保 

2  
1  

3  

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

ユニークベニュー利用件数（単位：件） 

事業開始 

【MICE誘致】 

（財団が支援したMICEの開催件数） 

・東京の国際都市としてのプレゼンスを向上させるとと

もに、MICE参加者の滞在による経済効果を高めるた

め、MICE主催者等に対して、個別の誘致活動を展開 

・誘致ツールとして様々な支援（開催資金助成等）を実

施 

・誘致活動の拡大により、件数は着実に増加 

0  
6  

3  
8  7  

2  

10  11  

18  

34  

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

財団が支援したMICEの開催件数（単位：件） 

国際会議開催件数（C） 

報奨旅行・企業会議開催件数（M・I） 

事業開始 

※M：Meeting（企業系会議）、I：Incentive（企業の報奨・研修旅行）、 

   C：Convention（国際会議）、E：Exhibition/Event（展示会・イベント等） 



事業
概要

地域の観光関連団体への支援や観光インフラ整備支援など、観光資源の発掘・開発や受入環境整備のための
様々な取組を展開
（具体的な内容）
観光関連団体への支援（ﾗｲﾄｱｯﾌﾟ演出等）、観光ｲﾝﾌﾗ整備支援（多言語対応、ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化等）、東京ﾛｹｰｼｮﾝﾎﾞｯ
ｸｽの運営、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞ設置等

【地域の観光振興】

事業
収益

事業
費用

再委
託費

職員
構成

各指標に基づく分析

・H25年の東京2020オリンピック・パラリンピック競技大

会開催決定以降、都費事業の増加に伴い、事業収益

が増加。 

 
  

・都費事業の拡大に伴い、事業費用の総額が増加。 
 

【直営の主な業務】 

 各事業の企画・調整、都との連絡調整、地域の観光関

連団体との連絡調整、補助金交付業務、東京ﾛｹｰｼｮﾝ

ﾎﾞｯｸｽの運営、国内におけるﾈｯﾄﾜｰｸづくり等 

【アウトソースしている主な業務（主な支出内容）】 

 ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ制作、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞ製作、ｲﾍﾞﾝﾄ開催、調査

業務等 

→当財団が直営で行うよりも高い付加価値が享受できる

業務や効率化が図れる業務をアウトソーシング。 

 

・再委託している内容 

 ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ制作、ｲﾍﾞﾝﾄ開催、調査業務等 

・再委託している業務において、当財団で実施している

業務は、各事業の企画・マネジメント、都との連絡調

整、再委託先の選定等。 

・都派遣職員 

 各部門の枢要ポストに配置。事業全体のマネジメン

トや都との連絡調整業務に従事。 

・固有職員 

 観光振興施策の実務に必要な専門性を要する業務

に従事。国内外のネットワーク（人脈）を維持・拡大す

る役割も担う。  

・常勤嘱託職員 

 定型業務等の補助的業務に従事。 

89,424 
247,729 172,547 141,317 221,305 

318,466 

568,825 

3,824  

9,869  
12,852  

8,068  
11,235  

58,644  

97,168  

4,480  

219,513  

93,248 

257,598 
185,399 

149,385 
232,540 

381,590 

885,506 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

事業収益（単位：千円） 

都委託料 都補助金 都その他 

10,798 20,115 13,629 32,122 53,381 
237,046 

553,019 

20,665 29,460 24,202 27,558 32,445 

66,352 

109,599 

61,785 208,023 147,568 89,705 
146,714 

78,192 

222,888 

93,248 

257,598 
185,399 149,385 

232,540 

381,590 

885,506 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

事業費用（単位：千円） 

外注費 人件費 その他 

10,798 20,115 13,629 32,122 53,381 

136,121 

495,453 

11.6% 
7.8% 7.4% 

21.5% 23.0% 

35.7% 

56.0% 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

再委託費（単位：千円） 

再委託費 再委託割合 

1  1  1  1  1  1  

8  
2  2  2  2  2  

8  

5  5 

6 

1  1  1  1  1  

1  

1  
1 

1 

4  4  4  4  4  

16  

21  

0% 0% 0% 0% 0% 

31.3% 
28.6% 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

職員数（単位：人） 

固有職員 常勤嘱託職員 

都派遣職員 その他常勤職員 

非常勤職員 職員数に占める都派遣職員の割合 



事業
成果
②

事業
成果
①

主な事業成果

【地域の観光振興】 

（東京ロケーションボックスのロケ撮影支援件数） 

・ロケ地の観光資源化による地域の活性化を図るため、

「東京ロケーションボックス」を運営 

・東京ロケーションボックスは、東京のフィルムコミッション

として、映画等の制作を支援する取組を実施 

・映像作品を通して、東京の魅力を国内外に発信 

・職員による許可施設との綿密な調整や撮影に協力する

地域の増加などにより、支援件数（撮影許可件数）は増加

傾向 

110  
122  

98  
84  

102  

189  

163  

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

東京ロケーションボックスのロケ撮影支援件数 

（単位：件） 

【地域の観光振興】 

（観光関連団体・民間事業者への支援件数） 

・都内各地域の外国人旅行者の受入環境の向上や地

域イベントの活性化を図るため、観光関連団体や民間

事業者へ助成することにより、多言語対応やライトアッ

プ演出など、地域の観光振興に係る取組を促進 

・観光インフラ整備課を設置し、都から事業移管（H27

年度） 4  
13  12  11  18  

43  

140  

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

観光関連団体・民間事業者への支援件数 

（単位：件） 



 

 

 

 

 

【ＳＷＯＴ分析】 

 
機会（ニーズの増加・役割の増大） 脅威（ニーズの減少・役割の縮小） 

外
部
環
境 

 

 

 

【社会経済】 

○世界の旅行者数の増加（インバウンド市場の拡大） 

（世界観光機関 UNWTO 予測 

  2016 年 約 12.4 億人→2030 年 約 18.1 億人） 

○国際会議のアジアシェアの拡大 

（2006 年 15％→2015 年 30％ 

 出典「国際会議統計」（日本政府観光局）） 

○2020 オリンピック・パラリンピック東京大会の開催に向

けた観光ビジネス気運の盛り上がり 

○為替レート動向（円安） 

〇外国人旅行者のニーズの多様化・高度化 

 

【国・東京都】 

○入国規制の緩和動向 

（アジア諸国等へのビザ緩和） 

○観光分野における行政需要の急拡大 

 

 

 

 

【社会変化】 

○災害やテロ等の地政学リスク 

 

【社会経済】 

○為替レート動向（円高） 

内
部
環
境 

 

 

 

【組織特性】 

○「東京」を観光・MICE のディスティネーションとしてプ

ロモーションする唯一の団体 

○公益財団法人としての中立性・信頼性 

 

【人的資源】 

〇固有職員を主力とした体制 

 （国内他都市の類似団体と比べても固有職員比率は高い） 

○観光振興施策を実施するための専門性・ノウハウ 

○海外エージェント、メディアとのネットワーク 

○ＭＩＣＥ主催者等とのネットワーク 

○国内民間企業・団体とのネットワーク 

 

【物的資源】 

○観光情報の収集機能とそれにより蓄積している情報 

 

 

 

【人的資源】 

○在職年数が短い職員が占める割合の増加 

（事業・組織規模拡大に伴い、採用後２年目以内の職

員が全体の半分以上を占める状況） 

〇外国人材の活用が進んでいない状況 

（在職者数 ２名） 

 

【その他】 

〇具体的な事業を提案する力が不十分 

 
強み 弱み 

 

１．団体経営に関する現状分析・評価 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  当財団は、「東京」を観光・MICE のディスティネーションとしてプロモーションする唯一の団体であり、公益財団法人

としての中立性や信頼性、国内外の民間事業者等とのネットワークを活かしながら、都の観光振興施策を確実に実施するこ

とにより、訪都外国人旅行者の更なる拡大に向けて貢献していく。 

 これを実現していくための経営課題は次のとおり。 

 

①拡大した組織に対応した仕組みづくり 

当財団の組織は、採用後２年目以内の職員で、職員構成の半分を占める状況にあり、拡大する事業を効果的に実施するた

めには、この数年で急拡大した当財団の組織をより一体的に稼働させ、活性化させるための仕組みを構築していくことが課

題となっている。具体的には、職員が共有すべき共通の価値観の浸透、在籍年数が短い職員に対する能力開発、管理部門の

強化、組織規模を勘案した業務フローの見直し等の取組を通じて、より強固な執行体制を確立していく必要がある。 

 

②企画機能の強化と外国人材の活用 

訪都外国人旅行者数が一貫して増加する一方で、旅行者の消費動向に変化がみられ、訪都外国人旅行者一人当たり消費額

が逓減傾向をみせ始めるなど、「東京」の観光を取り巻く環境はこの数年の間で急速な変化が進んでいる。状況の変化に的

確に対応し、「東京」の観光施策を真に効果的なものにするためには、豊富な現場経験を持つ当財団が、企画機能を持ち、

都へ必要な提案を行うための実力を備えることが求められている。また、有為な外国人材を職員として採用するなど、当財

団の運営に外国人目線をより一層取り入れるための仕組みを整備する必要もある。 

 

③外国人旅行者誘致に向けての効果的なプロモーション 

 訪日外客数が順調に増加している中、訪都率は下がる傾向にある。2020 年に向けてより多くの外国人旅行者に訪都して

もらうためには、初訪者を増やすことはもとより、より多くの訪都リピーターを獲得し、訪都率を維持、そして向上させる

必要がある。そのために、当財団では既に海外市場調査に基づいてプロモーションを実施しているが、ターゲットに合わせ

たよりきめ細かいプロモーションを実施していかなければならない。東京を旅行先として認知し関心を持ってもらうための

プロモーションや訪都行動を起こしてもらうためのプロモーションなど、市場調査に基づき最適なメディアミックス（※１）

を企画・実施することで、その効果の最大化を追求していく必要がある。 

 

（※１）メディアミックス：プロモーションをより効果的にするために、新聞・雑誌・屋外広告・テレビ・インターネット

等の様々な広告媒体を組み合わせて活用すること 

 

④激化する国際競争下でのＭＩＣＥ誘致 

 東京での国際会議の開催件数はこの 10 年間で 2 倍近くに増加しているものの、世界順位は 6 位であり、依然としてシン

ガポール（同 2 位）やソウル（同 3 位）などのアジアの競合都市に後れをとっている状況である。東京への誘致を更に強化

するためには、より多くの開催計画に係るニーズを捉え、主催者等へのアプローチをより幅広く、強力に進めていく必要が

ある。財団では、ここ数年の事業の急拡大に伴い、誘致に係る活動量が確保しきれなかったことから、開催につながる潜在

的な情報収集・分析が十分ではなく、活動量を増やすことが課題となっている。あわせて、海外の競合都市と差別化するた

めのＭＩＣＥ開催都市としての魅力の向上も課題となっている。 

 

⑤地域の魅力を活かした観光振興 

 訪都外国人旅行者数は増加してはいるものの、インバウンド効果の波及は、都心をはじめとする一定のスポットやエリア

にとどまっている状況にある。その効果を都内全域に広げるためには、都内各地域で、観光資源の開発等を促進するととも

に、その情報を広く発信する必要がある。当財団では、地域観光振興部門を２０１６年度に新設し、地域の観光関連団体等

の個別の取組を支援することなどを通じて、観光資源開発やロケ地開拓を行ってきたが、その効果は限定的となっている。

「東京」の観光都市としての魅力を高め、初訪者・リピーターを増やすためには、地域（エリア）全体を俯瞰した課題分析

を行いながら、これまで以上に、地域や民間事業者を巻き込み、地域のインバウンド対応力や受入環境等の向上に係る取組

を進めていく必要がある。 

 

⑥観光関連産業への貢献 

インバウンド市場が拡大している中、2014～2016 年度の３年間の賛助会員の増加数が 91 社・団体（2011～2013 年度の

増加数は 10 社・団体）となるなど、観光関連産業からの当財団に対する期待は高まっている。この機を捉え、当財団の認

知度をより一層高めつつ、当財団の強みとなっている専門性やネットワークを活用して賛助会員向け事業を企画・実施する

ことで、観光関連産業の活性化に貢献していく必要がある。その一環として、幅広い業種から新たな賛助会員を獲得し、会

員間のビジネス交流をこれまで以上に活性化させるなどして、当財団のプレゼンスをより一層向上させる好循環を目指して

いくことが当財団としての課題となっている。 

２．自己分析を踏まえた経営課題 

 



 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この数年で急拡大した当財団の組織をより一体的に稼働させ、活性化させるための取組を進めることで、「東京」の観光施策を

現場実態に合わせて力強く進める体制を整備する。 

〇職員が共有すべき価値観等を明文化し、職員への浸透を図ることを通じて、組織への帰属意識や一体感を醸成する。 

〇主に在職年数が短い職員を対象とした能力開発施策を推進し、当財団の専門性の維持・向上を図る。 

〇組織構造・業務フローについて、必要な分析・見直し等を行うことで、より効率的な執行体制を確立する。 

① 強固な執行体制の確立 

３．経営課題解決のための戦略 

 

 新たに企画・調査部門を立ち上げ、稼働させることで、都への施策提案等に必要な力を向上させるとともに、外国人材を当財

団の事業運営に活用していく。 

〇企画・調査部門を立ち上げ、都に対して、現場実態を踏まえた「東京」の観光施策に係る提案等を行っていく。 

〇在京外国人（外国人メディア、インフルエンサー（※２）、留学生等）の意見等を当財団の事業運営に反映する仕組みを構築する。 

〇外国人材の職員採用に向けた取組を加速させる。 

 

（※２）インフルエンサー：SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）等のソーシャルメディアを通して、他者の行動

に影響を与えたり、もしくは発信力を有する人のこと 

 

 

② 現場力や外国人材を活用した企画提案の実施 

外国人旅行者誘致を加速させるため、ＢtoＣ・ＢtoＢ両面で最適なメディアミックスを企画しながらプロモーションを展開し、

事業効果の最大化を目指していく。 

〇より多くの潜在層に対して「旅行先としての東京」を訴求し、関心をもってもらうため、より広く東京の魅力や観光情報を発

信・周知して初訪に繋げることを目指したプロモーションを総合的に展開する。 

〇リピーターを増やすということは東京の「ファン」を増やすということであり、ターゲティングした層に対して東京の「ファ

ン」になってもらえるよう、継続的に東京の魅力等を届けるための取組を展開する。 

③ 外国人旅行者誘致のためのプロモーション効果の最大化 

「東京」のＭＩＣＥ誘致の中核を担う当財団は、誘致競争の激しい案件等に対しては直接的な個別誘致支援を行い、その他の

案件に対しては側面的な支援を行うことにより、「東京」でのＭＩＣＥ開催件数を増やすための取組を総合的に展開し、訪都ビジ

ネス客の拡大を図る。 

〇ＭＩＣＥ主催者等の開催計画に係る潜在情報等をより広く収集・分析を行うことにより、必要なアプローチを幅広く行ってい

く。 

〇ＭＩＣＥ誘致活動をこれまで以上に幅広く、また効率的に行っていくため、ＭＩＣＥ誘致部門の機能分化を検討・実施する。

また、国内主催者や事業者の誘致支援の一環として専門人材育成などの側面支援を展開する。 

〇「東京」ならではのＭＩＣＥ開催地としての魅力を向上させるため、ユニークベニューの利用促進にも注力していく。 

④ MICE 誘致件数の拡大 

2016 年度に新設した地域観光振興部門の取組の高度化の一環として、地域の観光関連団体等の主体的な活動に対する当財団の

支援を強化するなどして、観光資源の発掘や磨き上げに係る取組を加速させ、「東京」の観光都市としての魅力向上を進めていく。

また、地域のインバウンド対応力や受入環境の向上に係る取組への支援を適切に実施する。 

○地域の観光振興に係る支援を総合的に行えるようにするため、地域の観光関連団体等向けのワンストップ総合窓口を設置する。 

○ベストプラクティスを共有する取組等を通じて、当財団と地域の観光関連団体等の実力向上を図っていく。 

○区市町村の行政区域単位で活動する地域の観光関連団体等や民間事業者の間の連携を推進するための取組を展開する。 

⑤ 地域の観光振興のための取組強化 

 インバウンドビジネスへの新規参入や拡充を検討している民間事業者からの当財団の賛助会員向け事業の期待は高まってお

り、ビジネス交流や情報提供などの賛助会員向けサービスを拡充することなどを通して、当財団の認知度向上を図り、新たな賛

助会員の獲得につなげていく。このような取組を加速させることで、当財団の自主財源を拡充するとともに、当財団のプレゼン

スの向上を図る。 

〇賛助会員向けサービスの拡充 

〇新たな賛助会員獲得に向けた取組の強化 

⑥ 賛助会員ネットワークの拡充 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 団体の使命、今後の戦略を踏まえ、今後 3 か年で自律的に取り組む改革事項の内容や３年後の到達目標等を記載する

こと。 

 

〇 また、下段に目標達成にむけた年次計画を、定量的な数字目標又は定性的な実施目標を用いながら、設定すること。 

（その年度に取り組む内容やその年度の到達値など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 ～2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 取組設定の考え方 

職員が共有す

べき価値観の

明文化・浸透 

〇MISSION 

STATEMENT（第 1

階層）の策定

（2017） 

〇BASIC 

STRATEGY（第 2 階

層）・行動指針（第

3 階層）の策定 

 

〇策定した

MISSION 

STATEMENT 等の

浸透のための取

組を実施 

〇研修やワークショップの開催など、

浸透のための取組を継続 

〇階層に分けて作成を進めて

いる当財団組織理念について、

全職員を巻き込んで策定する

ことなどを通じて帰属意識や

一体感を醸成する。 

専門性向上の

ための能力開

発 

〇人材育成方

針の作成

（2016） 

〇階層別研修

の導入（2016） 

〇専門性の分

析・明示化

（2017） 

〇専門性向上研

修の試行 

○試行を踏まえ

た研修内容等の

見直し 

 

〇専門性向上研

修の本格実施 

〇研修効果の検

証 

 

〇必要な見直し

を行いながら、研

修を継続実施 

〇職歴や経験の異なる職員の

専門性の底上げを効率的に行

うため、マーケティングなど当

財団の職員に不可欠な分野に

ついての専門性向上研修を導

入する。 

組織構造・業

務フローの見

直し 

〇勤怠管理事

務での電子決

裁の導入

（2017） 

〇管理部門の体

制強化 

 

○組織構造の分

析・設計 

 

〇現行の業務フ

ローの分析・改

善対象の洗い出

し 

○組織構造の見

直しの実施 

 

○洗い出した改

善対象について、

業務フローの見

直しを実施 

 

〇更なる改善点

の洗い出し、改善

方法を検討 

〇新たに洗い出

した改善点につ

いて、業務フロー

の見直しを実施 

○組織構造を分析し、必要な見

直しを行うことで、より機動的

な組織運営を追求する。 

 

〇各課で作成している仕訳伝

票の経理部門への集約化等、改

善対象を洗い出し業務フロー

の見直しを行うことで内部事

務の効率化を図り、各課が事業

へ注力しやすい環境を構築す

る。 

 

【３年後の到達目標】 

 

〇当財団組織理念（Shared Value）の浸透、専門性向上のための能力開発、組織構造の見直し等の取組を 2020 年まで

に完了させる。 

以上により、「東京」の観光施策を強力かつ現場実態に合わせて進めるための体制が整備される。 

 

４．2020 年までの 3年間の取組事項 

 

①  強固な執行体制の確立 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 団体の使命、今後の戦略を踏まえ、今後 3 か年で自律的に取り組む改革事項の内容や３年後の到達目標等を記載する

こと。 

 

〇 また、下段に目標達成にむけた年次計画を、定量的な数字目標又は定性的な実施目標を用いながら、設定すること。 

（その年度に取り組む内容やその年度の到達値など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 ～2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 取組設定の考え方 

企画・調査部

門 の 立 ち 上

げ・企画提案

力の向上 

〇検討（2017） 

〇企画・調査部

門の立ち上げ 

 

〇組織内の現場

情報の集約 

 

○民間事業者等

との意見交換に

よる「東京」の

観 光 課 題 の 把

握・分析 

 

〇次年度都予算

要求時の都との

意見交換 

 

○調査・検討対

象とする中期的

な課題の洗い出

し 

〇引き続き現場

職員や民間事業

者等の意見を集

約し、都と意見交

換 

 

○調査・検討対象

とする中期的課

題の選定 

 

○選定した中期

的な課題に対す

る 施 策 案 の 調

査・検討 

〇都への本格的

な企画提案 

 

〇中期的な計画

の策定 

 

○得られた知見

等の観光関連産

業へのフィード

バックの実施 

〇2020 年までに都への本格的

な企画提案や団体としての中

期的な計画が策定できるよう、

必要な組織を立ち上げるとと

もに、都との意見交換等の取組

を通じて、企画・調査に係る実

力を備えていく。 

 

○企画・調査部門で得られた知

見等は、当財団の現場力・専門

性の強化につなげるとともに、

民間事業者等へ還元すること

で、民間のインバウンドビジネ

スをこれまで以上に後押しす

る。これらの取組により、「東

京」の観光都市としての魅力を

向上させ、外国人旅行者の満足

度を高めるとともに、リピータ

ーの確保に貢献していく。 

在京外国人の

知見等の反映

スキームの構

築 

－ 

○企画（出身国、

性別、年齢、職

業等の属性を考

慮したグループ

インタビューの

企画等） 

 

○試行実施（ク

リエイティブや

旅行者の嗜好ト

レンド等に関す

るグループイン

タ ビ ュ ー を 想

定） 

〇本格実施 

（試行実施した

経験則を基に、都

への企画提案を

想定したテーマ

を選定し、グルー

プインタビュー

等を実施） 

○引き続き幅広

い層の在京外国

人を対象に様々

な意見を収集す

る取組を実施 

〇立ち上げた企画・調査部門の

取組の一つとして、在京の外国

人メディア・インフルエンサ

ー・留学生等からの意見や情報

を収集するスキームを構築し、

必要な分析を行ったうえで、事

業運営への反映を図っていく。 

外国人材の職

員採用 

〇雇用条件等

の整理（2017） 

 

〇採用手法の

検討（2017） 

〇採用活動 

〇外国人材の活

用実績等を踏ま

えた採用活動の

継続 

〇外国人材の活

用実績等を検証

し、必要な採用活

動を実施 

〇有為な外国人材を職員とし

て採用するための取組を進め

ていく。 

〇クリエイティブ制作や企

画・調査部門等での活用を想定 

 

【３年後の到達目標】 

 

〇「東京」の観光施策について、都に対して現場経験に基づく企画提案を行うとともに、当財団の事業運営に係る中期

的な計画を策定すること 

〇有為な外国人材を組織内外に抱え、当財団の運営に活用していること 

以上により、都の観光施策に対する提案を行うとともに、「東京」の観光振興のハブの役割を担うことを目指して 2020

年以降の施策をより主体的に展開する。 

② 現場力や外国人材を活用した企画提案の実施 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 団体の使命、今後の戦略を踏まえ、今後 3 か年で自律的に取り組む改革事項の内容や３年後の到達目標等を記載する

こと。 

 

〇 また、下段に目標達成にむけた年次計画を、定量的な数字目標又は定性的な実施目標を用いながら、設定すること。 

（その年度に取り組む内容やその年度の到達値など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 ～2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 取組設定の考え方 

『リーチ数』

の最大化 

2017 年度末ま

でに2018年度

に目指すべき

リーチ数を算

出 

〇『リーチ数』 

目標値（初期値） 

24.7 億人 

 

○市場・ターゲ

ット特性、及び

各市場における

ボトルネックを

考慮した上でプ

ロモーションを

実施し、リーチ

数の最大化を図

る。 

 

〇市場横断型メ

ディアの活用に

関しては、東京

ブランドのイメ

ージを強く打ち

出すことで視聴

者・ユーザーの

認知から関心を

拡大する。 

〇初期値+10%を

目指す 

 

○2018 年度実績

を踏まえ、改良を

行いつつ実施 

 

〇ラグビーワー

ルドカップ 2019

観戦層を意識し

て実施。メガイベ

ントへの着目を

活かしつつ、リー

チ数の最大化を

訪都外国人旅行

者の増加につな

げる。 

〇 2019 年 度 の

+10%を目指す 

 

〇東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･

ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ観戦層

を意識して実施。

メガイベントへ

の着目を活かし

つつ、リーチ数の

最大化を訪都外

国人旅行者の増

加につなげる。 

 

〇東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･

ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ後のプ

ロモーションの

あり方を、事業実

施を通じて分析、

検証。2021 年度以

降の戦略に繋げ

る。 

〇『リーチ数』とは、各種メデ

ィア、プロモーションに接触し

た人数の総数として定義する。 

 

〇次のとおり、一定の算出基準

を設定し、合算して算出する。 

・TVCM・YouTube：視聴者数 

・ｲﾍﾞﾝﾄ（旅行博等）：来訪者数 

・ウェブサイト：ユーザー数 

・記事広告：読者数 

 

※ウェブサイトは、GO TOKYO・

Tokyo Tokyo・東京からの魅力

新発見等の各種ウェブサイト

を合算 

『「東京」ファ

ン数』の最大

化 

2017 年度末ま

でに2018年度

に目指すべき

『「東京」ファ

ン数』を算出 

〇『「東京」ファ

ン数』目標値（初

期値）390 万人 

 

○市場特性や最

新の旅行者トレ

ンドを踏まえ、

オウンドメディ

アでどのように

リピーター数を

増やすことがで

きるかを 検討

し、実施（興味

のある素材の発

信、コンテンツ

の見せ方の工夫

等） 

〇初期値+10%を

目指す 

 

○2018 年度実績

を踏まえてター

ゲット市場、テー

マを絞り実施 

 

〇企画・調査部門

と連携し、東京フ

ァンの増加に繋

がる魅力等を整

理し発信。リピー

ター層の開拓に

努める。 

〇 2019 年 度 の

+10%を目指す 

 

○2019 年度実績

を踏まえ、改良を

行いつつ実施 

 

〇関連する事業

間の連携を深化

するなどして、東

京ファンの増加

に繋がるコンテ

ンツ発信を強化

し、リピーター層

の開拓と訪都客

増に努める。 

〇『「東京」ファン数』は、リ

ピーターとなることが期待さ

れる指標の総数として定義す

る。 

 

〇次のとおり、一定の算出基準

を設定し、合算して算出する。 

・ウェブサイト：リピーター数

（複数回訪れたユーザー数） 

・SNS：登録者数 

 

※ウェブサイトは、GO TOKYO・

Tokyo Tokyo・東京からの魅力

新発見等の各種ウェブサイト

を合算 

 

【３年後の到達目標】 

 

〇海外に向けて実施する「東京」のプロモーション（ＴＶＣＭ、旅行博出展、観光公式ウェブサイトの運営等）の結果

として得られる『リーチ数』を最大化する。 

〇「東京」のオウンドメディア（観光公式ウェブサイト、ＳＮＳ等）での『「東京」ファン』数を最大化する。 

以上により、「東京」のディスティネーションとしての認知度を高め、訪都外国人旅行者の拡大につなげていく。 

 

③ 外国人旅行者誘致のためのプロモーション効果の最大化 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 ～2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 取組設定の考え方 

国際会議 

誘致の強化 

〇国際会議誘

致から開催ま

でをワンスト

ップで対応 

 

〇「東京都 MICE 

連携推進協議

会（協議会）」

の立上げ 

 

〇MICE 業界を

対象とした人

材育成講座の

実施 

 

〇新規誘致対象

国 際 会 議 の 調

査・分析に基づく

セールスの推進 

 

〇国際会議誘致

専任のチームと、

開催時の支援選

任チームへの組

織機能分化を検

討・実施 

 

〇協議会のテー

マや構成員等に

ついて見直しを

行いながら、国・

民間事業者との

連携を推進 

 

〇MICE 業界を対

象とした人材育

成講座の高度化 

〇新規誘致対象

国 際 会 議 の 調

査・分析に基づく

セールスを継続

実施 

 

〇協議会のテー

マや委員につい

て、委員の意見を

集約し改善を加

える。 

 

〇人材育成プロ

グラムの改善を

行い継続実施 

〇蓄積した誘致

情報を最大限活

用し、新規誘致件

数の増加を図る。 

 

〇協議会のテー

マや委員につい

て、委員の意見を

集約し継続して

改善を加える。 

 

〇人材育成プロ

グラムの改善を

行い継続実施 

〇国際会議の誘致件数を増加

させるためには、誘致活動のボ

リュームを増やす必要がある

ことから、新規誘致対象会議の

調査・分析を戦略的に実施す

る。 

〇国際会議の誘致業務につい

ては、誘致経験を特定の職員に

集中させることを通じて、高度

な専門性を有した集団を作り

上げることが必要であること

から、組織機能の分化を図る。 

〇国際会議の誘致業務につい

ては、民間事業者等との連携が

重要であることから、協議会の

活用を強化するとともに MICE

人材育成講座の高度化を図る。 

報奨旅行等 

誘致の強化 

〇報奨旅行等

誘致から開催

までをワンス

トップで対応 

 

〇MICE 人材育

成講座の実施 

（再掲） 

〇北米を中心と

した新規誘致対

象イベントの調

査・分析に基づく

セールスの推進 

 

〇MICE 人材育成

講座の高度化 

（再掲） 

〇アジアを中心

とした新規誘致

対象イベントの

調査・分析に基づ

くセールスの推

進 

 

〇蓄積したノウ

ハウ等を最大限

活用し、新規案件

の獲得を引き続

き行う。 

 

〇人材育成プロ

グラムの改善を

行い継続実施 

〇欧州を中心と

した新規誘致対

象イベントの調

査・分析に基づく

セールスの推進 

 

〇蓄積したノウ

ハウ等を最大限

活用し、新規案件

の獲得を引き続

き行う。 

 

〇人材育成プロ

グラムの改善を

行い継続実施 

〇報奨旅行等の誘致件数を増

加させるためには、誘致活動の

ボリュームを増やす必要があ

ることから、新規誘致対象イベ

ントの調査・分析を戦略的に実

施する。 

〇報奨旅行等の誘致業務につ

いては、国内外の主催者やプラ

ンナーに対するセールスプロ

モーションの機会を活用する

ことで、誘致対象イベントの情

報収集を図るとともに、MICE

人材育成講座内容を高度化さ

せる。 

ユニークベニ

ュー利用促進 

財団が支援し

たユニークベ

ニュー利用件

数 

2014 年度:2 件 

2015 年度:1 件 

2016 年度:3 件 

2017見込:10件 

 

〇ワンストップ

窓口の開設 

 

〇PR ツールの制

作 

 

〇ユニークベニ

ューの開発事業

の完了 

 

〇MICE 誘致活動

での活用（ワンス

トップ窓口、PR

ツール） 

〇利用者から意

見要望を分析し、

ユニークベニュ

ーの魅力・利便性

を向上すること

で、MICE 誘致活動

を強力に推進す

る。 

〇ユニークベニューの利用促

進は、MICE 開催都市としての魅

力を向上させるための環境整

備施策である。 

〇ユニークベニューの開発の

完了を予定し、具体的な利用に

もつながり始めている。 

〇ワンストップ窓口を開設し、

ＰＲツールを用いながら、主催

者等への営業活動の際の提案

メニューの一つとしての活用

を継続していく。 

 

【３年後の到達目標】 

〇2020 年の国際会議誘致件数  30 件 

〇2020 年の報奨旅行等誘致件数 45 件 

以上により、訪都ビジネス客の拡大及び東京の国際都市としてのプレゼンスの向上を図る。 

（参考） 

財団が支援した国際会議誘致件数  2014 年度: 4 件、2015 年度:13 件、2016 年度:15 件、2017 年度:18 件（見込） 

財団が支援した報奨旅行等誘致件数 2014 年度:10 件、2015 年度:18 件、2016 年度:34 件、2017 年度:36 件（見込） 

④ MICE 誘致件数の拡大 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 団体の使命、今後の戦略を踏まえ、今後 3 か年で自律的に取り組む改革事項の内容や３年後の到達目標等を記載する

こと。 

 

〇 また、下段に目標達成にむけた年次計画を、定量的な数字目標又は定性的な実施目標を用いながら、設定すること。 

（その年度に取り組む内容やその年度の到達値など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 ～2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 取組設定の考え方 

観光関連団体

等向けワンス

トップ総合窓

口の設置・運

用 

－ 

〇ワンストップ

総合窓口の設置 

 

〇観光関連団体

等の支援ニーズ

等の把握 

 

〇既存事業等を

活用した観光資

源開発支援 

〇観光関連団体

等の支援ニーズ

等の蓄積 

 

○支援ニーズを

反映した観光資

源開発支援を推

進 

〇蓄積した支援

ニーズやベスト

プラクティス等

を活用した観光

資源開発支援を

推進 

〇観光関連団体等向けのワン

ストップ総合窓口を設置（区

部・多摩・島しょごとに専任職

員を配置）し、地域の実情等を

勘案しながら、各種支援策の利

用を含めた総合的な提案やサ

ポート等を実施することなど

を通じて、観光関連団体等の主

体的な取組を後押しする。 

観光関連団体

等のベストプ

ラクティスの

共有 

－ 

〇ヒアリング調

査 

 

〇ベストプラク

ティス共有 

〇調査を継続す

るとともに、蓄積

したベストプラ

クティスを引き

続き共有 

〇ベストプラク

ティスをモデル

ケースにした他

地域での観光資

源の開発を支援 

〇観光関連団体等の間でベス

トプラクティスを共有する取

組を通じて、地域観光関連団体

等のインバウンド対応力の強

化等を図っていく。 

観光関連団体

等の連携推進 
－ 

〇支援対象選定 

 

〇支援策の企画 

〇観光関連団体等や民間事業者との

間の連携を推進し、区市町村の行政

区域を超えた観光資源開発等を推進 

〇区市町村の行政区域を超え

た取組を促進するための当財

団の取組を展開する。 

 

〇複数の観光関連団体等や民

間事業者を結びつけることな

どを通じて、エリアマネジメン

トの発想を取り入れた観光資

源開発等を推進する。 

 

【３年後の到達目標】 

 

〇2020 年までの３年間で、62 件（都内区市町村数と同数）の地域の観光資源を発掘又は磨き上げる。 

以上により、「東京」の観光都市としての魅力向上を図っていく。 

 

⑤ 地域の観光振興のための取組強化 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 団体の使命、今後の戦略を踏まえ、今後 3 か年で自律的に取り組む改革事項の内容や３年後の到達目標等を記載する

こと。 

 

〇 また、下段に目標達成にむけた年次計画を、定量的な数字目標又は定性的な実施目標を用いながら、設定すること。 

（その年度に取り組む内容やその年度の到達値など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 ～2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 取組設定の考え方 

賛助会員向け

新サービスの

提供 

〇ニーズ調査

（2017） 

〇新サービスの

企画・実施 

（ビジネス交流

等） 

〇会員ニーズ等を分析し、新サービス

の企画・実施を引き続き進める。 

〇既会員へのニーズ調査を踏

まえ、会員間のビジネス交流等

に係る新たなサービスを展開

していく。 

新たな賛助会

員の獲得 

〇賛助会員数 

（社・団体） 

2012実績：376 

2013実績：377 

（1 増） 

2014実績：400 

（23 増） 

2015実績：432 

（32 増） 

2016実績：468 

（36 増） 

2017目標：520 

（52 増） 

〇賛助会員数目

標値 

580 社・団体 

（60 増） 

〇賛助会員数目

標値 

640 社・団体 

（60 増） 

〇賛助会員数目

標値 

700 社・団体 

（60 増） 

〇事業活動を通じた地道な活

動に加え、2017 年度に試行した

非会員向けのインバウンドセ

ミナーと同様の取組を引き続

き実施するなど、当財団の認知

度向上に向けた取組を行うこ

とで、新たな賛助会員の獲得を

目指していく。 

 

〇３年後の到達目標を踏まえ

た各年度の目標値を左記の通

り設定する。 

 

※括弧内は対前年度増加数 

 

【３年後の到達目標】 

 

〇2020 年までの３年間で、180 社・団体の新たな賛助会員の獲得を目指す。 

（2014～2016 年度の３年間の増加数（91 社・団体）の約２倍の獲得を目指す。） 

 より多くの賛助会員を獲得することで、賛助会員ネットワークを拡充するとともに、当財団のプレゼンスの向上につ

なげていく。 

 

⑥ 賛助会員ネットワークの拡充 
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